
 

法人税法施行令の一部を改正する政令要綱 

 

１ 各対象会計年度の国際最低課税額に対する法人税について、次のとおり定めるこ

ととする。 

⑴ 特定多国籍企業グループ等の範囲等 

特定多国籍企業グループ等の範囲、所在地国の判定方法、除外会社等の範囲等

の細目を定める。（第155条の４～第155条の15関係） 

⑵ 個別計算所得等の金額の計算等 

当期純損益金額の細目を定めるとともに、個別計算所得等の金額について、各

対象会計年度に係る当期純損益金額に加算調整額を加算した金額から減算調整額

を減算した金額とする等、個別計算所得等の金額の計算の細目を定める。（第155

条の16～第155条の33関係） 

⑶ 調整後対象租税額の計算等 

対象租税の範囲の細目を定めるとともに、調整後対象租税額について、当期対

象租税額、法人税等調整額に一定の調整を加えた金額及び個別財務諸表（純資産

の項目又はその他の包括利益の項目に限る。）に記載された一定の対象租税の額

の合計額とする等、調整後対象租税額の計算の細目を定める。（第155条の34、第

155条の35関係） 

⑷ 会社等別国際最低課税額の計算 

グループ国際最低課税額のうち、特定多国籍企業グループ等に属する構成会社

等（我が国を所在地国とするものを除く。）又はその特定多国籍企業グループ等

に係る共同支配会社等（我が国を所在地国とするものを除く。）に配賦される会

社等別国際最低課税額の計算の細目を定める。（第155条の36関係） 

⑸ 帰属割合の計算等 

特定多国籍企業グループ等に属する構成会社等又はその特定多国籍企業グルー

プ等に係る共同支配会社等に係る会社等別国際最低課税額のうち、その特定多国

籍企業グループ等に属する構成会社等である内国法人に帰せられる割合の計算等

の細目を定める。（第155条の37関係） 

⑹ 国別グループ純所得の金額から控除する金額等 

当期国別国際最低課税額について、国別グループ純所得の金額から控除する給

与その他の一定の費用の額及び有形固定資産その他の一定の資産の額の細目並び

に国別実効税率の計算において過去対象会計年度から繰り越される国別調整後対



 

象租税額等の細目を定める。（第155条の38、第155条の39、第155条の43、第155

条の46、第155条の47、第155条の50関係） 

⑺ 再計算国別国際最低課税額等 

再計算国別国際最低課税額について、過去対象会計年度に係る再計算当期国別

国際最低課税額から当該過去対象会計年度に係る当期国別国際最低課税額を控除

した残額とする等、再計算国別国際最低課税額等の細目を定める。（第155条の40、

第155条の41、第155条の44、第155条の48、第155条の51関係） 

⑻ 未分配所得国際最低課税額 

未分配所得国際最低課税額について、対象各種投資会社等の各対象株主等に係

る株主等別未分配額の合計額とする等、未分配所得国際最低課税額の細目を定め

る。（第155条の42、第155条の45、第155条の49、第155条の52関係） 

⑼ 各種投資会社等に係る国際最低課税額の計算の特例 

構成会社等が各種投資会社等に該当する場合のその構成会社等の所在地国にお

ける国別実効税率、当期国別国際最低課税額、会社等別国際最低課税額等の計算

方法を定める。（第155条の53関係） 

⑽ 適用免除基準等 

適用免除基準について収入金額の平均額及び利益又は損失の額の平均額の計算

の細目を定めるほか、除外会社等に関する特例等の細目等を定める。（第155条の

54～第156条関係） 

⑾ 特定多国籍企業グループ等報告事項等の提供 

特定多国籍企業グループ等報告事項等の細目及びその提供義務が免除される場

合の細目を定める。（第212条関係） 

⑿ その他 

その他所要の措置を講ずる。 

２ その他所要の措置を講ずることとする。 

３ この政令は、令和６年４月１日から施行することとする。（附則第１条関係） 


